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１４時００分 開会

○木村保険数理室長

それでは定刻になりましたので、ただいまから食料・農業・農村政策審議会の

農業共済部会を開催いたします。

私、本部会の事務局を担当しております経営局保険課の保険数理室長木村でご

ざいます。

はじめに御報告でございますけれども、この食料・農業・農村政策審議会の委

員につきましては、今年の７月５日に任期満了による改選が行われております。

農業共済部会に所属いただいているのは近崎委員、三森委員、三村委員、山崎委

員の４名でございますけれども、４名とも再任されており、同じメンバーで、こ

の農業共済部会を担当しているということになってございます。ということで委

員の変更はございませんが、改選されているということでございますので、後ほ

ど改めて部会長を選出していただくことが必要となっております。ただ、山崎委

員がＪＲの事故の関係で３０分程度遅れるということでございますので、ご到着

されましたら部会長の選出をさせていただくということで、それまでの間、私が

進行を務めさせていただきたいと思っておりますのでよろしくお願いいたします。

はじめに、出席委員の確認でございますけれども、本日は委員と臨時委員９名

全員御出席ということでございます。したがいまして、食料・農業・農村政策審

議会令第８条では、３分の１以上の出席ということが必要でございますけれども、

全員出席ということでこれを満たしており、部会は成立しているということで、

まず御報告をさせていただきたいと思います。

つづきまして、今日の委員の御出席でございますけれども、メンバーすべて前

回と同じということで改めて出席者の御紹介ということは省略させていただきま

す。ただ農林水産省は、担当が若干変わってございますので、農林水産省の紹介

をさせていただきます。

はじめに、髙橋経営局担当参事官でございます。

○髙橋参事官

髙橋です。どうぞよろしくお願いします。

○木村保険数理室長

石垣保険課長でございます。

○石垣保険課長

石垣でございます。

○木村保険数理室長

青木保険監理官でございます。

○青木保険監理官

青木です。よろしくお願いします。

○木村保険数理室長

担当の大塚保険課課長補佐でございます。

○大塚保険課長補佐

大塚でございます。よろしくお願いします。
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○木村保険数理室長

同じく担当の白江保険課課長補佐でございます。

○白江保険課長補佐

白江です。よろしくお願いします。

○木村保険数理室長

続きまして議事の運営でございますけれども、食料・農業・農村政策審議会の

議事規則第３条第２項の規定によりまして、審議会は公開が原則となっておりま

す。そこで本部会につきましても公開としまして、傍聴を希望される方につきま

しては事前に申込みをいただいた方、１０名程度が本日お見えになっておられま

す。また、資料や議事録についても、後ほど公開することになっておりますので、

御了承いただきたいと思います。

それでは、開会に当たりまして、当方の髙橋参事官から御挨拶を申し上げたい

と思います。

○高橋参事官

冒頭一言御挨拶をさせていただきます。

本日は、委員の先生方には、大変御多用の中、御出席を賜りまして誠にありが

とうございます。また、日頃農業共済制度の運営につきまして、大変貴重な御意

見を賜りありがとうございます。

本日は、農作物共済と園芸施設共済の掛金率の算定方法について御審議をいた

だくという予定でございます。国庫負担と農家の掛金が連動する仕組みになって

おりまして、そういう中で、農家の掛金負担を少なくする方向で今日御審議いた

だく案件を後ほど御説明させていただきたいと、それと合わせましてこれらの共

済制度の概要なども改めて事務局から御説明させていただきたいと思っておりま

す。

本年は、申し上げるまでもなく東日本大震災をはじめ、多くの水害などもござ

いまして非常に災害が多い年でございます。農業共済については、迅速な損害評

価ですとか早期の共済金の支払いなどについて最大限努力をして参ったところで

ございます。

また、政策という意味ではこの農業共済制度、例えば、いわゆる戸別所得補償

制度との関連などもございまして、そういった農業共済制度を取り巻く政策的な

状況についても後ほど簡単に御説明をさせていただく予定にしております。

本日は、委員の皆様方におかれましては、忌憚のない御意見をいただきますよ

うお願いを申し上げまして冒頭の御挨拶とさせていただきます。どうぞよろしく

お願い致します。

○木村保険数理室長

資料の１に、今日の会議次第がございます。

会議次第によりますと、これから部会長の互選を行う手はずになっておりまし

たけれども、先ほど申し上げましたように、山崎委員が遅れているということで

ございますので、部会長の選出は山崎委員がお見えになってから行いたいと思い

ます。
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まずは、制度の概要の説明を先に私の進行で行っていきたいと思いますけれど

もよろしゅうございますでしょうか。

【委員からの意見なし】

それでは、制度の概要の説明等を先に進めさせていただきたいと思います。

それでは石垣課長から制度の概要について御説明申し上げます。

○石垣保険課長

保険課長の石垣でございます。この５月に保険課長に着任いたしました。なに

とぞよろしくお願いいたします。私からは先ほど司会からお話がありましたとお

り制度の仕組みと制度を取り巻く最近の情勢等につきまして資料に沿いまして御

説明させていただきたいと存じます。座って失礼をいたします。

まず、制度の仕組みの説明に入る前に資料４のスケジュールの案を御覧いただ

けますでしょうか。こちらに、今後のスケジュールとして、あくまでも私共のこ

れは見込みであり案でございますが、大凡の形としてお示しさせていただいてお

ります。まず、本日は農業共済部会第一回を開催したところでございますけれど

も、農作物共済及び園芸施設共済の掛金率の算定方式の考え方等について諮問を

行わせていただきまして、委員の皆様方にこの諮問事項に関する審議を行ってい

ただくということでございます。

そして年が明けまして１月の上旬でございますけれども、家畜共済で適用され

ます薬価の算定方法等について。掛金率につきましては、それぞれ３年に一度の

算定方式の考え方について諮問をさせていただいているところでございますけれ

ども、こちらの家畜共済の薬価につきましては毎年お諮りをさせていただいてお

るところでございます。この薬価につきましては下の囲みに書いてございますけ

れども医薬品についての品目の変更等々の事情がございまして、年内いっぱい、

この医薬品についてのデータを集めさせていただくことになっておりますので、

年が明けてから諮問をさせていただければと思っております。こちらにつきまし

ては家畜共済小委員会を開催していただきまして、その場で御審議をいただけれ

ばと思っております。この段取りでございますけれども、あくまでも私共事務局

の見込みでございますので、部会長や小委員長の方と話し合って、実際には決め

られていくものと考えております。そうした審議を経まして１月の下旬には第２

回の共済部会を開催していただきまして、再び御審議をいただき、取りまとめい

ただいた上で御答申をいただければと考えているところでございます。それらを

経た上で、共済掛金標準率等々と薬価基準表の改定につきまして大臣告示をさせ

ていただく。大凡こういう段取りで進めていくことを見越しておるところでござ

います。あくまでも案ということで御承知おきを願いたいと存じます。

それでは資料５に移りまして農作物共済と園芸施設共済の概要について非常に

簡単ではございますが御説明させていただきたいと思います。

まず１ページでございますけれども、そもそもの農業災害補償制度は国の災害

対策、公的保険の制度でございます。大雑把に申しますと農業共済組合などの共
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済団体、これは共済組合の無いところにおきましては市町村ないしは複数の市町

村による一部事務組合といったような形で共済団体があらかじめ農業者から掛金

として出していただいたものを共同準備財産として蓄えておきまして、災害があ

ったときにはこの財産から共済金を被災された農家に対して支払うというもので

ございます。

本日御審議いただきます農作物共済は水稲や麦を対象とするものでありまして、

園芸施設共済は温室ビニールハウス等の園芸施設を対象とする共済事業でござい

ます。

この二つ以外にも家畜、あるいは畑作物、あるいは果樹といったものが事業と

してあるわけでございます。

事業の実施でございますが、基本は農業共済組合、あるいは先ほど申しました

市町村が農業者から掛金を集めると。更にこの共済組合から保険という形で保険

料を受けて連合会と保険の関係を結ぶ。更にこのもう一つ上に各県の連合会が国

と再保険の関係を結ぶ。このような三段階の体制をとりまして、これによって危

険を分散しようという仕組みでございます。言うまでもありませんが、農業は大

変自然等の影響を受けやすい産業でございます。特に自然災害等は、これは本人

がどれだけ努力をしていてもなかなか避けがたいものでありまして、いったんそ

の被害が起こりますと、例えば平成５年の大冷害等のように非常に広範な地域に

甚大な被害をもたらすということがございます。こうした農業の性格を鑑みまし

てこのような形で危険を分散しているということでございます。

国は、この再保険という形で関与いたしますとともに、資料の下の注２にござ

いますけれども、農家が払う共済掛金の約２分の１を負担しております。種類に

よって若干異なりますけれども米につきましては２分の１という形で負担をして

いる。このように掛金の負担と再保険という形で国は関与している、というとこ

ろでございます。

それでは２ページでございますけれども農作物共済でございます。

共済目的と言っています。これは対象となる作物でございますが水稲、陸稲、

麦ということになっております。書いてありますとおりでございますが、自然災

害、あるいは火災、病虫害、鳥獣害といったようなものが対象となる事故でござ

います。

加入の資格でございますけれども、面積の合計が組合の定める面積以上である

こと、更にその区域内に住所を有するということになっておりまして、その下限

は都府県であれば１０アール、北海道であれば３０アールとなっております。

更にその対象となる作物の種類ごとに、下に表がございますけれども、その範

囲内で都道府県知事が一定の面積基準を定めます。この定めた面積基準以上の農

業者の方は、この事業に当然に加入するということになっております。荒っぽい

言い方をさせていただきますと、いわば加入が義務づけられるということでござ

います。

３ページ目でございますが、引受方式と書いてございます。この共済への入り

方ということでございますけれども、四つそこには書いてございます。一筆ごと
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に損害を対象とするもの、あるいは農家ごとにその減収量あるいはその合計とい

ったようなものを対象とする引受方式として整理がされてございます。

一筆方式は、まさに言葉のとおりでございます。耕地一筆ごとに農家が選択し

た一定割合、これは支払開始損害割合といい、いわゆる足切と称されております

が、これも荒っぽく言わせていただきますと免責部分ということになるわけでご

ざいますが、一定のそうした支払の免責される損害割合を超えるような減収があ

った場合には共済金、保険金が支払われる、この金額につきましては次のページ

で申しますけれどもそういった形でございます。これは一筆方式ですので、一筆

ごとの損害を見ていくということでございます。

次が半相殺方式と全相殺方式とあるわけでございますが、これはいずれも農家

単位で加入するものでございます。

半相殺でありますと、その耕地ごとの減収量の合計、これが先ほども出ました

けれども足切割合、これを超えた場合には共済金が支払われる。

半相殺ですと減収した部分の合計ということでありますけれども、全相殺の場

合でありますと全体の減収と増収の部分もプラスマイナスをいたしまして差し引

いた上でその減収をみて、それによって共済金の支払いの金額等が決定されると

いう方式でございます。

これら以外に、もう一つ水稲と麦でそれぞれ名前は違いますけれども、水稲で

あれば品質方式、麦であれば災害収入共済方式と呼ばれておりますが、こういう

方式がございます。これらも農家単位でございますけれども、収量の減と、もう

一つ品質の低下、つまり災害のあとで品質に低下が生じることも当然あるわけで

ございまして、これらを勘案いたしまして、生産した金額で、これは今まで申し

上げてきた三つの方式は収量でありますけれども、金額に着目いたしまして、こ

れが一定割合、つまり補償割合を下回った場合には共済金を支払うと、こういう

方式がございます。

その下に、注としまして、水稲に関しましては、病虫害について共済事故とし

ない方式を実施が可能であるとしております。病虫害は大きな被害をもたらす訳

でありますが、これにつきまして防虫等の適切な対策がとられている、とられる

見込みがあると判断されるところにつきましては、病虫害は事故としないという

方式も設けられております。

次に、共済金の支払対象となる事故発生の一定期間、これを共済責任期間と呼

んでおります。そこに書いてございますけれども水稲であれば本田移植期、要は

田植えでございます、あるいは最近あります直播の場合でございますと、発芽期

から収穫までの期間。麦につきましては発芽期、あるいは移植期から収穫をする

に至るまでの期間。ということでございます。

東日本大震災では、東北地方の多くの耕地に津波が押し寄せてきた訳でござい

ますけれども、麦の植わっているところにつきましては、これは共済責任期間に

入っておりますので対象になったわけでございますけれども、水稲につきまして

は田植えがまだ行われていなかったということで、水稲の場合は責任期間に入ら

なかったということでございます。この点につきまして、若干特例的な措置等に
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つきましては追って、また御説明させていただきます。

４ページでございますが共済金額でございます。そこに書いてあります、実際

に事故が発生いたしましたときに共済組合から農業者に対して支払われる共済金

の最高限度額が共済金額でございます。よく誤解をされやすいかもしれませんけ

れども、実際に支払われるのは共済金でございまして、共済金額と呼んでいます

ときは最高限度額と御理解をいただきたいと思います。そこに書いてございます

が、それぞれの選択に応じまして、基準収穫量、これは注２に書いてございます

けれども、組合が設定いたします平年の収穫量でありますけれども、これの７割

あるいは、６割、５割という形で、それぞれ足切割合に対応した形で共済金額が

決まってくるということでございます。

一方、品質方式、災害収入共済方式、これは先ほど申しましたが、生産金額で、

金額でみておるものでございまして、組合等が最低割合というのを定めます。こ

れは４割から６割の間でございますけれども、これと農家が補償割合９割、８割

ないしは７割と選択をすることができることになっておりまして、この範囲内に

おいて農家が幾らでということで申し出た金額ということになっております。こ

の基準生産金額も平年の生産金額ということで農家ごとに設定されることになっ

ております。

実際に支払われます共済掛金でありますけれども、これは今の共済金額に、今

日の審議の対象にもなっております掛金率を掛けたものが農家の支払う共済掛金

となっております。この掛金率は、本日御審議いただきまして、答申いただいた

上で農林水産大臣が組合等ごとに掛金率を定めることになっておりますが、これ

を下回らない範囲の中で組合等が定めることになっております。注２といたしま

して、先ほど国庫負担ということで触れましたけれども、水稲、陸稲につきまし

ては半分つまり５０パーセントを負担することになっております。麦につきまし

ては３パーセントまでの部分は５０パーセント、３％を超える部分については国

が５５パーセントを国庫負担をするということになっております。

次のページでございますが、実際の共済金の支払いでございます。これは一筆、

半相殺、全相殺、それぞれ収量、量でみておる方式の場合は、いずれも一緒でご

ざいますけれども、例えば、この図に書いてありますように、支払開始損害割合

である足切割合が３割でございますと、３割までは支払の対象にはならない。実

際の当該年産の収穫量と、この足切割合を除いた部分の差、この網掛けの部分が

共済金として支払われることになります。

この足切部分につきましては、その下に、基準収穫量の３割として、下に農業

者が損害防止を怠ることのないよう一部補てんしない部分を設けていると書かれ

てある訳でございます。

一方、金額でみております品質方式、あるいは災害収入共済方式の場合でござ

いますと、そこに書いてございますけれども、生産金額が最高補償額、これは農

家が選択した補償割合を乗じた金額、９割、８割、７割の中で、農家が選択する

部分でありますけれども、これを下回ったときに、次の式で算出をしております。

下に具体的な例として書いてあるわけでありますけれども、こちらもいわゆる足
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切部分１割ということで、最高補償額が９割を選択した場合ということになるわ

けであります。このような形で計算がされるということになっております。

以上が農作物共済制度でございますけれども、その後ろ、８ページに実績が書

いてございます。

いずれも平成２２年度の加入状況と共済金の支払状況ということになっており

ます。やはり水稲の規模が、一際大きいということでございます。

そして２２年産につきましての支払状況ということでございます。共済金、支

払われた金額でございますね。その中で、政府が負担した再保険金がこのような

額になっているということであります。

最後に、この金額被害率と出てまいりますけれども、これは共済金額、先ほど

申しました最高補償限度額、最高限度額でございますね、これのトータルに対し

て、実際に支払われた共済金の割合ということでございまして、平成２２年はト

ータルでみますと、米に関しましては、非常に災害が少なかったと。０．４パー

セントということで、災害としてはきわめて少なかったと言えるのではないかと

思います。

以下、積立金と無事戻しの状況について記載されておりますが、こちらにつき

ましては、後ほどまた諮問と関連してくる部分でございますので、その際にも御

説明したいと思っております。

あとは、園芸施設共済につきまして９ページでございますけれども、こちらに

つきましても説明をさせていただきます。

今申しました農作物共済は、いわゆる収穫共済と呼ばれておりまして、自然災

害で収穫物がダメージを受けた場合に、そのダメージに対して補償をするという

ものですが、こちらの園芸施設の方は、その施設そのもの、いわゆる資産として

の施設に対する何らかの自然災害等による損害が発生した場合での補償というこ

とでございます。その目的としては、当然ながら中心は特定園芸施設、温室その

他の施設ということになっておりますが、更にこれに加えまして附帯施設として

暖房施設でありますとか、潅水施設、水を供給する、水をパイプ等で供給するポ

ンプ等含めまして施設等でございますね。更に施設の中で実際に植わっている農

作物というものがこの対象になります。当然ながらこの附帯施設や施設内農作物、

こちらにつきまして、こちらだけで入ることはできないことになっています。必

ず特定園芸施設と併せてということでございます。

その事故でありますが、風水害、ひょう害等々の自然災害に加えまして、火災、

破裂、爆発、あるいは航空機そのもの、飛行機そのもの、あるいは飛行機の破片、

そういった空からの人工物の落下、あるいは自動車などの車両が衝突した、ある

いは接触したといったようなことでハウスが壊れたというようなものも含まれま

す。この他にも病虫害、鳥獣害も含まれております。

加入資格でございますけれども、２アールから５アールの範囲内で組合が面積

基準を定めますので、これらに該当するような施設を所有管理する農業者という

ことになっております。加入の申し込みにあたりましては、施設の全てについて

行っていただく、この施設だけは入りたいとかですね、これは非常にお金がかか
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っているのでこれだけ入ろうとかですね、そういったことは認められないという

ことになっております。

その引受けの仕組みでありますが、これは施設一棟ごとに行っていくことにな

っております。こちらも先ほど病虫害事故除外、水稲でありましたけれども、こ

ちらも一定年数以上の経験を持っているといったような基準を満たしている農家

につきましては、これが適用されると、この場合には掛金が割り引かれることに

なっております。

さらに、次のページにもありますけれども、施設撤去費用についての損害額を

組合が定めている場合には、この部分も補償の対象とすることができることにな

っております。

責任期間でございます。先ほど水稲等では田植えから収穫までと申しておりま

したけれども、こちらにつきましては支払いを受けた日の翌日から１年間という

ことで、随時の引受けが可能となっております。

共済金額でございますけれども、これが先ほどの金額ということでございます

ので、考え方としては、先ほど水稲の品質方式等のところで説明したものとよく

似ておりますけれども、共済価額の４から６割の範囲から共済価額の８割を超え

ない範囲内で共済金額を農家が申し出るということになっております。

ここで共済価額という言葉が出てまいりましたけれども、これは先ほど申しま

したように施設、資産としての施設の評価額のことを表しているわけでございま

して、組合がこれを設定することになっております。

掛金につきましては共済金額に掛金率を乗じたものでありまして、５０パーセ

ントの国庫負担がされております。ただし、国庫負担を行う共済掛金の算出のと

きには、共済金額は８千万円を上限とさせていただいているところでございます。

共済金の支払いでございますけれども、これは損害額が共済価額の１割を超え

る場合、または３万円を超える場合、そのいずれかによりまして、下の式で算出

されるような共済金が支払われるということでございます。この場合は、損害額

に共済価額のうちの共済金額の割合ということでございまして、この共済価額に

対する共済金額の割合というのは、共済金額は農家が申し出るわけでありますけ

れども、農家の方がこの施設に対してつけられた値打ちのうちの最高でここまで

補償してもらいたいという、そういう割合になるわけでありまして、損害額の中

からその分だけを共済金として補償する仕組みになっているということでござい

ます。

この具体的な損害額につきましては、被害額からまず残存価値、残存価額や、

あるいは他から支払われる賠償金、こういったものを除いた額に、さらに、先ほ

ど出ました撤去費用の損害額を足したもの、これが損害額として計算される、と

いうことでございます。

下の注に書いてございます撤去費用の損害額につきましては、その費用が１０

０万円を超えるとき、あるいは施設本体の損害割合が５０パーセントを超えると

きのいずれかの場合には、これが、撤去費用分が加算されるということになって

おります。右側１１ページに、その損害額と共済金との関係が書いてあるわけで
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ございますけれども、この場合、共済価額に対する共済金額の割合といたしまし

て、農家は５割を選択しているということでございます。

下に事業の実績が書いてございます。引受けの状況、共済金の支払状況は、平

成２２年度の加入分ということでございます。加入が２３年３月末までの加入分

ということで書いてあるものですから、支払状況等、まだ確定していないところ

がございます。現時点での数字ということで御承知おきいただきたいと思います。

以上が農作物共済と園芸施設共済の概要ということでございました。

資料６を御覧ください。農業災害補償制度、農災制度と称されておりますが、

こちらの最近の情勢につきまして簡単にまとめさせていただいております。

大きく三つございます。一つ目が行政刷新会議、いわゆる仕分けと呼ばれてお

りますが、こちらでの御審議・評価の結果であります。

まず、平成２１年、一昨年に行われました第１弾の事業仕分けにおきましては

共済掛金国庫負担金と事務費負担金。国庫は掛金を負担しておりますとともに、

農業共済事業を行う共済団体等に対しまして事務費の一部を負担しておるわけで

ございますけれども、これらにつきまして予算要求額から３分の１程度の縮減。

こういった評価結果を受けております。こちらにつきましては、戸別所得補償制

度の本格実施に併せて、本制度の見直しも検討することとなっているところでご

ざいます。

さらに、第３弾といたしまして特別会計について、特会仕分け等といわれてお

りますが、昨年１０月に行われました第３弾におきましては、この、国が行って

おります再保険についての会計であります農業共済再保険特別会計につきまして、

漁船再保険及び漁業共済保険特別会計との統合、無事戻し金の廃止を含めた抜本

的な見直し等々の見直しを行うという評価結果を受けたところでございます。こ

ういった御指摘等を受けておるというのが、まず第一点でございます。

先ほどお話が出ましたけれども、戸別所得補償制度でございますが、こちらに

つきましては米についてモデル事業として平成２２年から実施されたわけであり

ますが、２３年４月１日からは畑作物にも対象を拡大して実施されているところ

であります。この制度につきましては、２３年８月、３党合意が行われたわけで

ありますが、この場で政策効果の検証をもとに必要な見直しを検討するといった

ような合意がなされているところでございます。今後必要な見直しを検討される

という状況でございます。

最後に、先ほど少し触れましたけれども、本年３月に発生しました東日本大震

災におけます農業共済の対応についてでございます。被災者である組合員の農業

者に対しましては、迅速かつ確実に、その被害に対して共済金が支払われるよう

に団体等に対する指導を私共として行ったということでございます。また、被災

農業者の立場に御配慮させていただきまして、掛金の払込期限につきまして延長

を行うといったような措置を講じたところであります。また、先ほど水稲につき

ましては、まだ責任期間が始まっていないということで共済の支払対象にはなら

ないと申しましたけれども、通常の台風等による高波等の場合でありますと、も

し潮が被った農地になりますと、塩分を相当に含んでおりまして、これは局地的
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なものでございますけれども、翌年、普通に考えれば、米はかなり収穫量が減っ

てしまうだろう、あるいは全く穫れないかもしれない、こういったような農地で

ございますと、これを共済の対象とするというのは難しい状況であったわけでご

ざいます。しかし、今回津波ということで、非常に広範な地域にわたりまして、

相当程度の潮を被ったということで、これに対する塩を取り除く、除塩対策とい

うものも、本格的に、国の支援等もありまして進められてきておるところでござ

いまして、今後とも進めていくという状況でございます。こうした除塩によりま

して収穫が可能となるだろうと見込まれる農地につきましては、実際に調査を行

いまして、どの程度生育しうるか、除塩の程度にもよりますけれども、相当程度

生育するということが見込まれるということであれば、これに応じた形で基準と

なる収穫量を作りまして、それに応じた形での引受けを行うという形で措置を講

じたというところでございます。

以上が私からの制度の概要及び最近の情勢についての説明でございました。

○青木保険監理官

保険監理官の青木でございます。引き続き平成２３年の農作物等の被害状況等

につきまして、資料の７に沿いまして御説明させていただきたいと思います。

被害の発生状況でございますけれども、平成２３年の状況につきまして農作物

では、麦におきまして北海道で春先の天候不順による生育不良、あるいは開花期

以降の降雨等によりまして被害が発生しております。また、都府県におきまして

も九州地方を中心といたしまして、収穫期の降雨により収穫量の減少、品質低下

の被害が発生しているところでございます。

なお、水稲につきましては、生育は概ね平年並みということでございます。一

部沖縄県などでは台風被害による不稔、潮風害。また福島県、新潟県などで豪雨

による浸水、冠水。和歌山県、三重県などで台風による倒伏、冠水等々の被害が

発生しておりますが、全国的にみますと平年並みといったような状況でございま

す。

家畜につきましては、宮城県などにおきまして東日本大震災に伴います津波等

による被害が発生しているということでございます。

果樹につきましては、茨城県のなしの春先の降ひょう等。また、和歌山県の梅

などでの強風等々につきまして被害が発生をしているということでございます。

畑作物につきましては、大豆、いんげんなどにつきまして局地的な、地域的な

集中豪雨。あるいは台風等の影響によりまして被害が発生しているということで

ございます。お茶につきましては、冬季から春先にかけましての低温小雨による

生育不良などに加えまして、宮崎県で新燃岳噴火による降灰による被害の発生と

いったような状況でございます、

園芸施設につきましては、東日本大震災によります被害、また、台風１２号、

１５号の影響によりまして、静岡県、茨城県など中心といたしまして被害が発生

しているところでございます。

また、２に過去１０年の共済金の支払いが入った表をつけさせていただいてお

りますが、中でも１５年、農作物でいいますと１５年に大きな被害がでてござい
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ますが、これは全国的に低温、日照不足、冷害等々でございまして、低温日照不

足等により全国的にかなりの被害がでいるといった状況でございます。

また１６年につきましては、この年かなり台風の上陸が多くございまして、全

部で１０近くの台風の上陸がございます。園芸施設などを見ていただきましても、

この台風の影響によりまして被害が大きく出ているという状況でございます。

１８年、農作物でいいますと１８年に大きく共済金の支払いがございますけれ

ども、これにつきましては九州地方で台風による潮風害の発生があったといった

ような状況でございます。

２１年にまた ３百億近くの被害が出ておりますが、このうち水稲につきまし

ては北海道において低温被害がでております。また、麦の関係で低温、日照不足

の影響が大きく出ているといったようなことでございます。

２２年につきましては、水稲につきましては一部、高温障害等がでております

けれども、大部分は特に北海道、九州を中心としました麦による被害といったよ

うな状況でございます。そのような状況で推移をしているということでございま

す。

被害状況につきましては簡単に御説明をさせていただきました。以上でござい

ます。

○木村保険数理室長

御意見等ございますと思いますけれども、山崎委員が御到着されましたので、

先ほど延ばしておりました部会長の選任を、ここでさせていただきたいと思いま

す。

この部会長の選任につきましては、食料・農業・農村政策審議会令第６条第３

項の規定によりまして、部会に属する委員、農業共済部会の場合ですと、近崎委

員、三森委員、三村委員、山崎委員、この４名の方から互選で行うと決められて

おります。

ということで、４名の方から、選任していただきたいということになってござ

います。

部会長の選任につきまして、委員の方々から御意見等ございましたらよろしく

お願いしたいと思います。

【山崎委員挙手】

○木村保険数理室長

では山崎委員、お願いします。

○山崎委員

前回から、きちんと、的確に、まとめていただいて司会をしていただいており

ますので、三村委員にお願いしたいと思いますがいかがでしょうか。よろしくお

願いいたします。

○木村保険数理室長

山崎委員からは、三村委員に引き続きお願いしてはどうかということでござい

ますけれども、皆さんどうでしょうか。よろしゅうございますでしょうか。
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それでは、今、山崎委員から御提案されたとおり、三村委員に部会長をお願い

したいと思います。よろしくお願いいたします。

それでは恐縮ですけども、三村委員には部会長席の方に、御移動をお願いいた

します。

それでは、早速でございますけれども、部会長就任の御挨拶、簡単にお願いい

たします。

○三村部会長

ただいま御指名いただきました、三村でございます。どうぞ、よろしくお願い

いたします。

今日は２件、諮問事項が出ております。農作物共済の共済掛金標準率の算定方

式の考え方についてと、園芸施設共済の基準共済掛金率の算定方式の考え方につ

いてでございます。

先ほど説明のあった農業共済制度の概要についての質疑がございました後に、

この諮問事項について議題を進めていきたいと思っております。どうぞよろしく

お願いいたします。

○木村保険数理室長

これ以降の議事の進行を三村部会長にお願いすることになりますけれども、そ

の前に部会長にはこの審議会令第６条に規定に従いまして、部会長代理を指名を

していただくことが必要となってございます。

また、食料・農業・農村政策審議会令の運営内規に基づきまして、家畜共済小

委員会の専門委員及び座長につきましても、部会長が指名するということになっ

てございますので、この指名についてまず部会長にお願いいたします。

○三村部会長

はい、それでは私から部会長代理を指名させていただきます。部会長代理には

引き続き伊藤委員にお願いしたいと思いますけれども、伊藤委員いかがでござい

ますでしょうか。

○伊藤委員

はい。

○三村部会長

よろしくお願いいたします。

それから、家畜共済小委員会の専門委員と座長の指名につきましては、後ほど

私から指名させていただくことにしたいと思いますので、御了承いただきたいと

思います。よろしくお願いいたします。

それでは、既に進行しておりますが、先ほど概要について事務局から御説明が

ありました。それにつきまして、皆様から御質問、御意見をお願いしたいと思い

ます。

○伊藤委員

確認しておきたいことが一点ございます。

資料６に、東日本大震災における農業共済の対応について説明がありました。

この前の東日本大震災につきましては、全国各地からの私ども被災地への多大な
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支援がございました。それから人的支援、支援金等、多大なる支援をいただき誠

にありがとうございます。それで、この震災対応ということなんですが、これは

共済としての対応の説明だったと思うのですが、共済組合の視点で見た場合に、

例えば、一つの共済組合の半分ぐらいが津波にかぶって水稲等の引受けができな

いといったようなケース、そういったところでは今度はそこの共済組合はですね、

経費とかそういったものがずいぶんと制約されてきていると思いますが、そうい

った組合運営に対する支援というのは何かあったのでしょうか。

○青木保険監理官

国としてはですね、組合運営の支援としましては資料６の上の方にございます

ように農業共済事業事務費負担金というものがございます。これにつきまして、

各事業の実績等に基づき配分等を行うわけでございますけど、今回そういった被

害が起こってですね、評価とか、色々な業務が増えるとかですね、そういったと

ころにつきましては、一定の配慮をするといったような工夫をしているというこ

とでございます。全てがということではございませんが、運営に支障が生じない

ように、事情を伺いながら対応しているということでございます。

○伊藤委員

ありがとうございます。

○三村部会長

他にいかがでしょうか。はい、どうぞ。

○堀田委員

一つ確認をさせていただきたいんですが、この被害とか損害の確定の時期のこ

となんですけども。農作物の被害っていうのは年間を通じてどの段階も起こるも

のなんですけれども、どの段階で、と言うのは要するに収穫をしたあとの被害も

あるんですね。何時の時点で損害の査定、確定をされているのかっていうことな

んですが。いかがですか。

○青木保険監理官

基本的に、損害を確認するのはですね、圃場を出る前の段階を確認するという

ことになります。あと、出荷量などでできる場合はですね、その被害が実際に自

然災害で起こったかどうかというのを見回り等で確認した上で、出荷したものの

データ等を取り寄せまして、それで判断をするということになります。基本的に

は圃場までで、自然災害が起きるかどうかが基準になります。収穫までというこ

とになります。

○堀田委員

そのあとの損害は通常みない。

○青木保険監理官

それ以降の損害は、普通は自然災害ではないと思います。それは自然災害とい

うよりは、保管の問題ということになるかと思います。

○堀田委員

ありがとうございました。

○三村部会長
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はい、それでは三森委員どうぞ。

○三森委員

二点お聞きします。一点は、農作物の共済に関してなんですけれども、こちら

は戸別所得補償制度にも関係あるかと思うんですけれども、米、麦で戸別所得補

償制度に加入するには、共済に入らねばならないと考えて良いのかどうかという

のが一点と。

二番目、園芸に関して、例えば新しく園芸をはじめるにあたって、ある程度の

能力がないと共済には入れないのか。何を申しますかというと新規参入ですとか、

新たに挑戦する施設園芸に関しては、この農災に関してはどのようにお考えにな

っているのか二点教えていただきたいです。

○石垣保険課長

第一点目でございます。戸別所得補償制度に加入するには共済に入っていなけ

ればならないかということでございますけれども、戸別所得補償制度に加入する

際に、いくつか書類があるわけでございますけれども、その書類の一部を、例え

ば水稲ですと、共済細目書等で代えることができるとなっております。必ずしも

共済に入っていないと、戸別所得補償制度に加入できないというようなものでは

ないと理解しております。

それが第一点でございまして、第二点の園芸施設でございますけれども、これ

は資料５の９ページのところで申し上げましたように、面積と区域内に住所を有

していらっしゃるというのが基本的な条件でございますので、今、委員がおっし

ゃられたような、例えば経験年数ですとかそういったものが直接関係してくると

いうわけではございません。

その下に引受方式としまして経験年数といった事が、９ページの４引受方式の

（２）に書いてございますけれども、これはその病虫害事故除外方式に加入の場

合の要件ということでございます。こういったことですと掛金も割り引かれます

ので、病虫害について、自力でいろいろ対策ができるような人であるとかそうい

ったような要件が掛かってくることになります。基本的な要件としては面積とい

うことになっております。

○三村部会長

はい、それでは小倉委員どうぞ。

○小倉委員

東日本の塩害ですけども、これは１年で回復するものではないと聞いてますけ

ども、例えば、１年目は大変被害が大きけれども、２年目は少し回復して、３年

目にもっと回復してですね、何年かかるかわかりませんけど、そういった数年か

かっても回復するのか、しないかもわかりませんけれど、数年かかる回復度合と

の掛金といいますか保険制度の関係というのはどうなっているのでしょうか。

○石垣保険課長

この除塩の農地でございますけれども、国や自治体等でその除塩の措置を行う

わけでございまして、その除塩を行った農地、例えば、今年除塩をやって、来年

そこで田植えをしましょう、あるいは種を蒔きましょう、籾を蒔きましょうとい
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うことで、その発芽の状況、あるいは根がきちんと根付いているかという状況を

見まして、その上で、その土地の基準収穫量というのを判断することになってお

ります。例えば、ほとんど根が付いていないようなところは、共済としては引受

け難いなと、あるいは半分程度は根が付いているよねというようなときには、そ

この土地は基準収穫量をよその塩をかぶっていない土地に比べたら、だいたい半

分くらいにするとかですね。そういった形で評価をいたしまして、その土地の基

準収穫量を決めるという仕組みにしているところでございます。

○小倉委員

そうすると芽が出た段階で、ある程度推測するわけですね。芽は出たけれども

実のならなかったという経験則というのはあまりないわけですよね。大変難しい

今ままでやったことの無いような計算をしなければいけないというわけですよね。

○青木保険監理官

今のところ今年のですね、損害評価の状況報告からしますと、除塩で一定の塩

分濃度まで下がったところで植え付けをということで進めた上で、なおかつ、活

着状況をみて引受けをしたわけでございますけれども、その後の、今収穫期に至

っての損害評価、今年はその他の被害はあまりなく、被害自体もあまり出ていな

いのですが、ちょっと正確ではないのですが、それに伴って被害が沢山出たとい

う報告は受けてない。あとから塩害が更に進んだという報告は受けていないと思

います。

○三村部会長

はい、小倉委員よろしゅうございますか。

それでは山崎委員どうぞ。

○山崎委員

すみません。もしかして話されていたら申し訳ないのでけれども、東北の今年

の災害のときに３月でしたから田植えをされてなくて被害状況というのは災害が

ないという状況だったと思うのですけれども、それが例えば、１ヶ月、２ヶ月遅

れて田植えをした場合、秋の刈り取りのその前の時期であった場合には、どれく

らいの被害が想定されるのかということと、その場合の組合の運営に対する支援

はどうだったのか、教えて下さい。

○青木保険監理官

田植え後に被害を受けてですね、その時期によりますけれども、早期の場合で

あれば発芽不能のような芽も出なくて、その後が出来ないということであれば、

その後の経費はかかりませんので、半分、半作の分だけ経費をみると、あるいは

収穫直前でありますとそこまで手間をかけて収量がないということですので、た

とえば潮風害の場合などですと、一気にやられるといことになりますので、そう

すると収穫が今回の場合みたいに津波であれば収穫皆無になるかと思うのですが、

そうすると先ほどの計算のところの収量がゼロになるという計算で共済金が支払

われることになります。

組合の支援については、先ほどと同じようなことになります。共済金の支払い

自体は、引受けた上でお支払いはするとういうことであれば、掛金とか組合の賦
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課金はいただいているわけでありますので、その運営自体はその損害評価の量は

増えるとか、そういった事務量の増加はございますけれども、その運営自体に直

接の影響は少ないと思います。先ほどのお話では、引受けすらも無くなったとき

に、その運営に影響があるかというとか、引受けた後の被害の支払いっていうの

は掛金をいただいて共済金を支払いますので、まさに全体の積立金の中でお支払

いするというようなことで、そこからのお支払いということになるかと思います。

○三村部会長

はい、それではいかがでしょうか。まだひょっとしたら御質問あるかもしれま

せんけれども、個別に事務局に、御質問願いたいと思います。

それでは、続きまして今年度の農業共済部会において審議すべき事項として、

農林水産大臣より諮問のありました農作物共済の共済掛金標準率の算定方式の考

え方と園芸施設共済の基準共済掛金率の算定方式の考え方について、まず、事務

局から説明お願いしたいと思います。

○木村保険数理室長

それでは、今年の諮問の事項につきまして、御説明をさせていただきます。申

し訳ないですけども座って説明させていただきます。

資料としては資料の８の１から、順に今回の諮問の内容の資料を付けてござい

ます。

はじめに、資料の８の１でございます。これが諮問の本編でございまして、本

日大臣から審議会の会長あてに、諮問をさせていただいております。ページをめ

くっていただきますと、別紙１に、農作物共済の共済掛金標準率の算定方式の考

え方の案、それともうひとつ別紙の２が、園芸施設共済の基準共済掛金率の算定

方式の考え方という案、この二つがございます。この考え方は基本的には今まで

と大きく変わったところはございませんけれども、今回、大きく変わったところ

が一点ございます。はじめにその変わったところから先に御説明をしたいと思い

ます。

それは資料の８の２に新旧対照の形で載せてございます。これは右の方に前回

ということで、これまでの考え方のところでございます。左側が今回変えようと

するところでございます。一つ目、一番上に書いてございますけれども、これは

単に対象となる年次を変えただけでございます。ここはいいといたしまして、真

ん中の３番のところの農作物共済掛金標準率、ここに関する部分でアンダーライ

ンを引いたところが、今回改正をしたいと思っているところでございます。

その理由といたしましては、右の従来の算定方式の考え方では「所要の安全率

を付加する」ということで、過去の実績から平均被害率を算定して、支払能力に

不安があるとか、将来の劇的な変動に備えるとかそういった意味で、一定の安全

率を付加するとなっています。今まではこの「付加する」ということしか出来な

かったのですが、被害が少なくなって、お金に余裕が出てきたときに、少し割り

引くかとかですね、下げようかと、そういったことは今の算定方式では認められ

ていませんでした。今回は左に書いてございますように、「農作物共済の積立金

の水準を踏まえた所要の調整を行ったもの」ということで、掛金率は過去２０年
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の平均値をとってきますので、どうしても低被害が続くと、剰余金が貯まってく

るということがございます。平成５年に大きな災害があってから、そのあとはも

う非常に低被害が続いておりまして、特にお米の場合ですけれども、非常に低被

害が続いた結果、積立金が結構貯まっております。他のものは時々被害を起こし

てますので、そんなに蓄積されないんですが、お米に限っては、お金が貯まって

きてるというところがございます。そういうことで場合によっては、そういうと

ころの掛金の引下げも可能にするようにということで、考え方を変えたいという

御提案でございます。

資料の８の３は、そのことを簡単にまとめたものでございまして、ここに書い

てあるとおり、今までは、お金がいっぱいあるから少しいただく分を減らそうと、

あるいは掛金の半分を国がみてますので、無駄なお金を使わないようにというこ

とで下げたいと、そう思っても今は出来ないわけですけれども、今度は掛金の引

下げも可能となるように見直すことをしたいと、いうことでございます。

ではどれくらいの引下げるのか、一つの考え方でございますけれども、資料の

８の３の裏側、２ページ目に、その考え方がございます。これは最近被害が非常

に少ないので、共済団体に積立金が蓄積されてきております。国の法令上は、お

金が残っていれば、一定の無事戻しですね、事故がなかった人に掛金の一部を返

してもいいということでございますけれども、これが恒常化してきているという

ような背景がございます。掛金の半分は国がお金を出して、残ったら農家には返

すと、こういうことでは農家にとっては良いことかも知れませんけれども、半分

負担している国の側からみると、掛金のときには半分出しておいて、余ったお金

は農家にだけ返すと。これでは国民の観点からも良くないだろうということで、

そもそもそういう余裕があるのであれば、掛金自体を抑えたらどうかといった点

が、課長から説明させていただきました事業仕分け、特別会計の事業仕分けのと

きにも、そういう視点から考えたらどうかという御指摘があったところでござい

ます。

そういったところで一定の掛金の引下げを行いたいと、考えているわけでござ

いますけれども、共済団体がどれぐらい積立金を持っているかは、被害が起きた

ところ、起きてないところまちまちでございまして、かなりのお金に余裕がある

ところと、あまりお金がないところがございます。

先ほど課長が説明の中で「後ほど」とお伝え申し上げたところがございますの

で、資料５、８ページを開いていただきたいと思います。ここの（３）のところ

に、法定水準というのがございまして、後ほど申し上げますけれども、法律でど

の程度の積立金を保有しているのが適正かという一定の水準がございます。この

水準を割り込んでいる、要するにあまりお金がないという組合が６組合ございま

す。法定水準の１倍から２倍、それなりに持っているところが３０組合、あとそ

れの２倍以上持っていると、これはかなり余裕があると、こういったところが２

００、全部で２５０ぐらいの組合の中でこういう分布になってございます。

ということで、ある程度お金に余裕があるところにつきましては、掛金をちょ

っと安くして、農家もその分払わなくていいと、国からもその分お金は出さない
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というようなことで共済掛金の引下げ措置の案を資料８の３の２ページで示させ

ていただいておりまして、積立金が法定水準の２倍以上あれば２分の１カットし

ましょうと。１倍から２倍のところは３分の１カットしましょうと。十分貯まっ

ていないというところはカットはしないと。基本的にはこういう考え方で、掛金

を一部引下げまして、農家さんの負担、あるいは国の負担、これを下げたらどう

かという御提案でございます。

ただ、法定水準に近いところ、特に１倍をちょっと超えたぐらいのところです

と、掛金を下げると今度は逆に足りなくなるというケースが出てくるかも知れま

せんので、そういったところについては一定の配慮が必要でございまして、問答

無用で全部で切るというよりも、切ったあともちゃんと支払能力は保っているか

と、そういったところを見ながら、今後この形について詰めていかないといけな

いということでございます。

今回の一番大きな点は、掛金率の算定方式をこういう引下げも可能となるよう

にしてはどうかということが、事務局からの提案のひとつでございます。

基本的にはそういうことでございまして、じゃあそもそも掛金率がどのように

決まっていくのかというところから改めて、この考え方を説明していきたいと思

っております。

それでは、付属資料、Ａ３の紙を折りたたんだのがございますので、この付属

資料の１と書いてあるところを開いていただきたいと思います。

この左側に先ほどの諮問文書の別紙１にありました文章が書いてございます。

これを解説した部分が、右側にございますので、諮問文書を見るというよりも、

こちらでお考えいただきたいと思います。

農作物と園芸とは保険の仕組みがかなり異なっておりますので、まずは農作物

から御説明させていただきたいと思います。

はじめに基礎被害率というのがございます。これは過去２０年間の被害の実績

を決めていくわけでございますけれども、２０年間の中には平成５年のように特

別大きくて、それを一部、別の国費で補填したような、そういう被害の額を調節

したケースがございます。また、地域によっては組合が合併していく、そういっ

たことがございますので単純に２０年間ポンと出てきませんので、２０年のデー

タを今ある組合のデータに変換し直していく必要がございます。そういったこと

を行いながら、組合ごとにどの程度の被害が過去２０年間に起きたのかと、これ

を求めまして、それを平均したものが基礎被害率ということになってまいります。

このへんのことについて、順番が逆になりますけれども、付属資料の２という

ところを、開いていただきたいと思います。資料がとんで申し訳ないんですけれ

ども、付属資料の２の方が、全体の保険のイメージを頭に入れていただく上では、

わかりやすいと思っておりますので、これを見ていただきたいと思います。

まずは農作物共済、どのように保険が行われているかというと、左側の方でい

きますと、まず組合ごとに、被害が起きたときに、通常災害部分というのがござ

います。一定の水準、これを我々ｑ1（キューワン）と呼んでおりますけれども、

このｑ1以下の部分は、組合と連合会がそれぞれ按分して払うと。組合がだいた
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い７割から９割の間、連合会が１割から３割の間で、分担しながら払います。

このｑ1を超えたところについては、連合会がすべて払うという形になってご

ざいます。ですから、ここのところでいったんその地域的なリスク分散を図って

いるというところがございます。じゃあその連合会において、どこかの県が非常

に大きな被害、例えば台風とかでいうと、特定の県だけ大きく被害が出ることが

ございますので、この連合会のに属する組合のｑ１を超える被害を全部集めまし

て、ｑ2（キューツー）という数字を作ります。これが異常標準被害率でござい

ますけれども、これを超えた部分は国が全部持つと。ですから組合と連合会は有

限責任になっていて、被害が起きたときに一定部分までは自分たちの責任で払っ

て、このｑ2を超える部分はすべて国が支払いすると、こういう姿になっており

ます。

右側にイメージ図というのがございますけれども、民間の損害保険なんかと大

きく違いまして、農業の場合ですと、災害が多い年、少ない年がございます。そ

れぞれＡ組合、Ｂ組合、これは地域によってまったく違いますけれども、このｑ

1というラインをどこかに引きます。この引き方は、後ほど御説明いたしますけ

れども、このｑ1のところまでは、組合と連合会、１割から３割が連合会の責任

ですけれども、団体の責任で、ここまでの被害について責任を負います。

このｑ1を超えた部分は連合会が支払うわけですけれども、そこのところにも

う一回、ｑ2というのを引くわけでございます。これが右側の下の方にございま

して、連合会が支払った分だけ集めてくると、すべて組合で払ったので連合会は

払わなくて済んだ年もあれば、連合会が相当払った年も出てきます。で、その年

のところに、ある程度の線を引きまして、そこから上は国に連合会が再々保険を

かけることとなりますが、このｑ2というラインを引きまして、ここから下を、

連合会が支払って、このｑ2を超える大きな被害、これは過去２０年間で見ると

ポロポロと出ますけれども、大きなやつですと平成５年の大冷害、お米を輸入し

た年ですけれども、そういう年とか、平成１６年の台風が１０回上陸したとかで

すね、そういう年に国がドカンとお金を払うと、こういうときが出てまいります。

そういうところが責任でございます。

じゃあその責任に応じてどれくらいの確率的に掛金が必要なのかっていうのを、

実際の被害率に合わせながら計算していくわけでございます。ｑ1以下の部分を

計算するのがｄ1（ディーワン）ということでございますけれども、ｑ1以下の部

分です、これ、右側の上の表で、グラフでいきますと、この、点点点とやった、

そこの下の部分ですね。めいっぱい払ったときと、あまり払ってないときがあろ

うかと思いますけれども、これが過去２０年間の平均でどれぐらい払ったかと、

これがｄ、これがまず基礎被害率の平均値になります。

で、基本的にはこれが掛金率になっていくわけでございますが、これに、ちょ

っとお金がないところには少し割り増しをしているというのが今のやり方でござ

います。

今度は、割り増しをするというよりむしろ、組合にお金がある程度あって、こ

れくらいのお金払っても十分お釣りがくるくらいのお金を持っているところにつ
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いては、掛金率を若干下げるという所要の調整をおこなってはどうかと思ってお

ります。

で、同じようにｑ2を超える部分につきましても、国が全部払いますので、連

合会は、このｑ2以下の部分のところを払うことになりますが、これも平均値を

とったら、大文字のＤ1（ディーワン）と書いてございますけれども、この大文

字のＤ、ここの部分を連合会が責任を持って払わないといけないようでございま

すけれども、これも、ちょっと足らないなと思ったら安全率を加えるということ

をやっているわけですけれども、今度は連合会にお金が十分にあって、支払能力

が十分にあるということであればここを若干下げて割り引きをおこなうと。こう

いうことをやってはどうだろうかと、いう考え方でございます。

で、ｑ2を超えるとすべて国が払うということになってまして、俗に青天井で

国は際限なく払うことになってございます。国は、過去２０年間の実績を見ます

と、平成５年に三千億以上のお金を払っているということでございまして、その

時点で二千数百億、三千億近い借金をしております。ですからそれを２０年かけ

て返済してきたという経緯がございまして、収支プラスマイナスしてみますと、

お米の場合ほとんどゼロ、収支１でございます。国の場合は過去大きな災害が出

ると、赤字になって借金をしております。で、借金したのを平均的な再保険料で

返していき、被害がなくなると、ちょっと貯まることがあってと、こういうこと

を繰り返しております。国の場合は大きな災害が出ると全額みないといけないと

いうことであまりお金が残っていないというところでございます。

ということで、積立金が残っているのは連合会と組合でかなりあります。もち

ろん、地域によっては大きな被害が続いているところと、あまり被害がなかった

ところで残り具合に差が出てきております。そのへんを見ながら、先ほどのよう

に被害の小さいところは、削減を行っていったらどうかというようなことを考え

ているところでございます。

もうひとつその中で、ｑというのはどうやって決めていくのかと。この、線を

引くのをどうやって決めていくかというところが、もう一度御説明したいと思い

ますが、付属資料の１というところに戻っていただきたいと思います。

この、１のところの右上に書いてある図でございますけれども、ｑ１というの

が先ほど、組合が責任を持って払うという水準です。ここまでの災害は自分たち

でお金を払わないといけないと。これ以下の２０年間の被害率を平均したところ

をｐ1（ピーワン）と、これが掛金として入ってくる部分でございます。組合と

しては、ｐ1の部分までは掛金収入になるわけです。農家さんから集めてきたお

金がｐ1のところまであると。そうするとｐ1より少ない被害のときには、余裕が

生まれ、積立金が生まれます。逆に、ｐ1より大きい被害が出ると、それは過去

の積立金で補って払うことになり、ｑ1より大きな被害が出ると、あとは保険、

再保険で賄ってもらえるから自分たちで払わなくていいと、こういう仕組みでご

ざいます。

自分たちの責任精一杯払おうとすると掛金では足らない部分がこのｑ1からｐ1

のこの差のところになります。ということで言葉では不足する可能性があるとい
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うことで「不足率」と呼んでおります。組合の責任をどこに置くかと。ｑ１を高

い基準に置けば置くほど不足する部分というのも相対的に大きくなっていくわけ

でございます。このｑ1を下げていくと、今度はこの不足部分、下がっていくん

ですけれども、自分たちの持ち分というか、取り分というか、それも小さくなっ

ていきます。ではどのへんが適切なのかということで、従来から考えていたのが、

この割合が全体の４割ぐらいになるところがいいのではないかと。あと、組合に

よっては規模が大きい組合あるいは小さい組合がございます。非常に引受面積の

大きい組合と、わりと零細規模の組合というのがございます。そうすると絶対水

準ですね。今度は割合ではなくて、大体どれくらいの大きさなのかと。これもあ

まり大き過ぎると、大きな災害のときには大きくなりますので、これもあまり大

きくならないようにと。この場合１．６パーセント、全体の共済金額に対して１．

６パーセントくらいが良いのではないかと。ただ両方満たすというのはなかなか

難しいので、その二つの基準に、相対的に一番近いところを選んではどうかとい

ったことで、その二つの考え方を合成して、その二つの考え方の、双方に近いと

いうようなところを探そうというようにして考えて式を作ったということでござ

います。

そのｐ1とｑ1の関係式が、左側に示してある式でございまして、特定組合と特

定組合以外の組合と二つございます。これは御説明いたしませんでしたけれども、

県の区域を一つの組合にしてしまう特定組合と、それ以外の組合と分けてござい

ますけれども、こういう式を満たすようなところで、ｑ1というラインを引きま

しょうということでございます。

このｑ1に対して先ほどのように、自分たちのそれぞれの組合、それぞれの連

合会の責任に応じた、平均的な被害率を計算して、掛金をそれぞれ求めていくと。

今回御提案している案は先ほど何度か申しましたけれども、支払能力がいっぱ

いあるか、あるいは支払能力がそれほど無いかによって、若干の引下げを行った

り、場合によっては安全性を見て色々配慮をするということが今後必要になって

くるかと思っているところでございます。

園芸でございますけれども、農作物とはちょっと形が変わってございます。細

かいことは抜きに致しまして、まず付属資料の４を御覧いただきたいと思います。

付属資料の４にございますが、水稲・麦の場合は、一定水準超えたら、あとは全

部国が支払責任持つ形を採ってございますけれども、園芸の場合、これは他の果

樹とか他も似た形でございますけれども、左のところの責任の絵にございますけ

れども、組合、連合会が、一番上まで突き抜けてございます。ですから一定水準

を超えたら国が全部を持つというのではなくて、一定部分はそれぞれの団体が無

限の支払責任を持っている形になってございます。これは、背景としては米・麦

が当然加入を採っているということと、そうじゃないというところ、いろいろ理

由があろうかと思いますけれども、園芸の場合は被害が大きくなるとそれぞれ団

体も無限に自分達も払っていかなければいけないと、あとは全部国にお任せとい

う形になってないという形になってございます。こういう形を採ってございます

ので、先ほどの米と違って大きな被害が出ると団体も一緒に払っていかなければ
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いけないということになりまして、お米ほどたくさんのお金が残っておりません。

先ほどの農作物共済の場合は大きな被害が一回起きてそのあと被害が起きないと、

国は借金を返すのに時間が掛かって、その間団体にお金が貯まるとこういう姿に

なるわけですけれども、園芸の場合ですと無限責任を持っている関係で、農作物

ほどお金が貯まらないという形になってございます。ただこれも実際に掛金をど

うやって作っていくかっていうような考え方は同じでございまして、この組合は、

全体の被害の一定割合ですね、それも持つと、連合会と国の間で超過損害の再保

険を作るわけでございますけれども、これも右の方に書いてあってちょっと似た

ような絵がございますけれども、基本的な考え方は同じで、一定の水準を超える

と国の支払になると、そういうことで、一定の水準を超えるか超えないかで判断

いたしまして、それより低いところはそれぞれの団体の責任ということで被害率

を計算して掛金を決めると、それを超える部分については国の責任であるという

ことでその平均値を国の掛金へ持ってくるという形を採ってございます。また園

芸の場合ハウスですので、収穫物の場合は、最終的にどれだけ穫れたか、春先雨

が降って被害があっても、そのあと天気に恵まれると収穫が良くなったりします

ので、最後の一回の評価で判断すればいいということになりますけれども、建物

は一回傷つくと直りませんので、壊れる度に補償がいります。暴風で壊れた、台

風で壊れた、積雪で壊れた、その度にお金を払うことになります。そういうこと

がありますので、一回ごとにその、評価をしていくという形になってございます。

ですから、一棟ごとに引受けて一棟ごとに被害が出る度に払っていくと、これを

繰り返して、最終的に１年間通してどれだけの被害があったかということで再度、

再保険を行うという二重の仕掛けになってございます。一棟ごとの保険と年間を

累積した年間超過の再保険との組み合わせという形になってございます。それで

考え方は同じでございまして、似たような式が出てくるわけでございますけれど

も、先ほどお米の場合は掛金の作り方が、それぞれの団体ごとに掛金を作ってそ

の合計値を全体の掛金にするという考え方を採ってございます。そういうことで、

ｑ１の水準を決めないと掛金が決まらないということで、どうやってｑ１をつく

るかということを、諮問文書の別紙に書いてございます。園芸の場合には、全体

を先に決めておいて、あとは責任でその掛金を分割し合うという形を採っていま

す。これは、組合が縦一直線になってございますので、まず組合が、全体の被害

の１割か２割を責任分として、残りを国と連合会で分割するという形を採ってご

ざいますので、このｑをどこに引こうが農家の掛金の計算に影響しないというこ

とでこの諮問の文章の中に、その式は出てこないという形になってございます。

ということで、園芸の場合には、その考え方だけ載っていて具体的なｑの式とい

うのは載せてございませんが、全体の被害率だけわかれば、掛金は出てくると、

またその責任をどうやって国と連合会が分割するかというだけでございますので、

そこは内部の問題と、農家さんには影響しないからということで、実際にはこう

いう計算をするのですけれども、諮問文書の中には、この式は出てこないという

形になってございます。

ということで、改めて資料の８の１に戻っていただきたいと思います。いわゆ
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る農作物関係の算定の考え方としては、まず基礎被害率が、先ほど申しましたよ

うに、過去２０年間の被害率というのを出していきます。これに必要に応じて修

正を行ったものを基礎被害率と致します。そして、組合分に相当するものと連合

会にかける保険の部分を別々に計算しますので、その境目を決めるｑ１をどこに

おくか決めるという必要がありますので、こういう式を満たすような組合責任と

連合会責任を分担するところを先に決めるということをやっています。

そしてめくっていただきますと、３番のところでございますけれども、その共

済目的ごとに組合部分ですね、組合部分のところを決めていく、その次に連合会

部分のところを決めていく、こういう段取りで決めていくということになります。

そのときに単純な平均値だけではなくて、実際に積立金の水準を踏まえていっぱ

い持っていれば少し減額する、というような所要の調整を行ったものをそれぞれ

の率にしていくと、こういう考え方で順番に手順を決めていってはどうかという

ことでございます。

（３）に書いてございますのは、連合会部分の再保険を、それぞれの組合ごと

に再分割しないといけないので、その手順を加重平均の逆算を行って決めるとい

うやり方を書いてございます。そうやって作った組合ごとの掛金率と連合会以上

の掛金率を合計して農家の掛金にするという考え方でございます。

別紙の２の方に書いてある園芸は、そういう分け方をせずに、まず、２０年間

の被害率を基礎被害率といたしまして、それに実際に組合の支払能力がどれくら

いあるか、そういったものを勘案して調整を行ったものを掛金率にすると、これ

で掛金率は決まってしまうということでございます。連合会と国の間で再保険を

どのようにするかというのは技術的な問題だということで、諮問させていただい

ていない。こういう形の諮問の考え方になってございます。

以上で、全体、ちょっと難しいところもあろうかと思いますけれども、保険の

考え方と掛金の設定の仕方と今回の調整の仕方について、説明させていただきま

した。

○三村部会長

ありがとうございました。それでは、今の説明に対して御質問をお願いします。

はい、どうぞ。

○近崎委員

掛金の水準を引下げるということなんですけど、それは去年の１０月の仕分け

に対応してということでしょうか。だとすると無事戻し金の廃止を含めた抜本的

な見直しということが仕分けにあるのですけど、無事戻し金を廃止することも加

味してあるのかお聞きしたいです。

○木村保険数理室長

無事戻しという制度自体については共済制度であって、例えば普通の共済でも

無事戻しみたいなものはありますので無事戻しそのものをやめるかどうかという

ことが一つあります。ただ、法律上無事戻しができることになっておりまして、

無事戻しをどうするかという問題は、法律を変えるかどうかという根本議論にな

ってきます。無事戻しというのは年によって違います。これは被害の多かった年、
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少なかった年で無事戻しの額が違うのですけれども。最近５年をみると、大体平

均４０億くらいの無事戻しが行われております。今回こういう掛金の削減を行う

とどれくらいの掛金が全国で下がるのかというと、大体４０億くらい下がるので

はないかと試算されます。近年行われている無事戻しの額と同じくらいの掛金の

引下げになるかと思っております。無事戻しはそもそも余裕があるから無事戻し

をしてるわけで、積立金が多くあって余裕があるから無事戻しをするということ

すので、その分余らないように掛金を下げればある意味で答えになっていると考

えております。

もう一つは、そもそもやはりこれだけの積立金に余裕がある段階で、これから

もとり続けるというのが農家と国民の為に良いことかという視点があります。こ

れはそういう指摘があるなしにかかわらず、これだけの剰余金というか積立金が

残ってる段階でルール通り掛金をとり続けて良いかどうかということです。足ら

なそうなときには上乗せするのに、余ってるときには下げないというのはいかが

か、今までの算定方式の形がよろしいでしょうかということを御審議いただきた

いということでございます。

○近崎委員

ありがとうございました。

○三村部会長

はい、それでは鴻上委員どうぞ。

○鴻上委員

すみません、資料８－１のですね、別紙１なんですけれども、２のところので

すね、農作物通常標準被害率なんですが、ｑ1を出そうという考え方だと思うの

ですけれども、ここ、算式がですね、ｑ1イコールとなっているとですね、わか

りやすいと思うのですが、ｐ1イコールではじめている理由があるのでしょうか。

○木村保険数理室長

これは、ｑ1が決まったらそれ以下の被害率としてｐ1が決まるということです

ので、どちらかというとｑ1は独立変数、ｐ１が従属変数の格好で表します。ｐ

１、ｑ１を逆に表示するということは、表示の仕方かなとは思いますけれども。

○鴻上委員

私の理解としましてはですね、付属資料の１を見た方がいいんですかね。先に

ｐ1、スモールｐ1ですね、これが決まりまして、じゃあ、どこまで組合が持つべ

きかというｑ1をですね、あとから算定しようと理解してたんですが。

○木村保険数理室長

委員のおっしゃるのは、まずｐ1という共済組合の掛金部分を先に決めて、そ

のｐ1で賄える責任部分がどこかということでｑ1を求めると。こういうお考えだ

ろうと思います。で、結局この不足率というのを出して、その不足率に応じて変

えようということですので、ｐ1を動かして、それに応じてどれぐらいの支払能

力があるかを求めるという形でも、計算上はｑ1を先に引かないとｐ1が求められ

ないということがありますので、団体が支払うべき責任がどこなのかを先に決め

て、そこから掛金を改めて出してくると。
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保険を考えるときに掛金を先に決めるというよりも支払責任がどこまでかがあ

ってそれに応じて掛金が決まってくるのではないかなと。

ということで、組合と連合会の責任をどこで分けるか、あるいは国と連合会の

間の支払責任をどこで分けるかと、それが決まるとそれぞれの持ち分というか掛

金の持ち分が決まってくるということで、ｐ1がｑ1に連動して決まるという考え

方でこういう整理をしたものです。おっしゃる意味はわかります。わかるって言

うと変ですけれども、お互い連動してますので、ｐ1表示にするのか、ｑ1で表示

にするのかというのは技術的な算出式の書き方の問題かなとは思いますけれども。

考え方としてはどこに責任の分担を持たせようかというところから始まってき

ているという形で、ｑ1を決めたらｐ1が決まっていくと。

○鴻上委員

まだわからないのですけども。要するにスモールｐ1というのは、各組合ごと

の過去２０年の支払実績ですよね。ですから、過去２０年のデータを取ってくれ

ば、各組合ごとにひとつ決まるわけですよね。

○木村保険数理室長

それはｑ1を決めた中での支払実績ですからｑ1が変わるとｐ1が変わってしま

う。

○鴻上委員

そうなんですけども、過去２０年の間にそれぞれｑ1というのが、各年ごとに

持ってるわけですよね。

○木村保険数理室長

はい。

○鴻上委員

それがあるなら、今の時点で過去２０年を見ればですね、各年のｑ1をベース

にｑ1以下の数字が出るのではないですか。今求めようとしているのは、今年度

のｑ1を求めようとしているのではないのですか。

○木村保険数理室長

今年度のｑ1を求めようとしているのですけれども、今年度のｑ1を求めたとき

に、実際にｑ1以下の被害がどれぐらいあるのかと。過去２０年遡ってｑ1を引い

てみると、過去のｑ1と今回のｑ1は当然違ってくるわけです。ということで、過

去の被害率の中から、地域ごとの被害率は組合自身が払ったものと連合会が保険

で払ったものと国が再保険で払ったものの三つ足したものがその地域の被害なん

ですけれども、その被害の総額に対して今回決めようとするｑ1以下の部分はど

れだけなのかということであり、ｐ1の平均値の元になっている各年のｐ1てのは

昔のｐ1とは違うものになります。今年決めようとするｑ1は昔のｑ1とは違いま

すので、今回のｑ1を決めて、そのｑ1を適用したら過去２０年間のｐ1に相当す

るｄ1がどうなるかってのを決めてからやっているということになっていますの

で、過去のｐ1からは出せないのではないかと思います。ｑ1を先に決めてから、

今回のｐ1を決めていくという手順になるのかと思います。

○鴻上委員
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わかりました。今回決めたｑ1で、過去２０年間を見てみるという。

○木村保険数理室長

そういうことでございます。

○鴻上委員

わかりました。

○三村部会長

よろしいでしょうか。じゃあ、伊藤委員、次。

○伊藤委員

先ほどの事務局からの説明で、総額、想定で４０億でしょうか、国の負担が減

りそうだと。農家の今回の掛金を下げるということで農家の負担が減る。それは

両者ともに結構なことだと思うんですね基本的に。しかも、今回はその農業災害

補償法等、法的な改正を伴わないでそういうことをできないかというようなこと、

いろいろ考えられてこの積立金のところをうまく調整してという話になったんだ

ろうと思います。それで引下げというようなことで両者ともに良いことなんです

が、仮にですね、先ほども少しお話がありましたが、掛金を上げなきゃいけない

事態になったときに、じゃあ簡単に上げられるのか、農家の心情からすれば下げ

るのはウエルカムだけど上げるのは相当難しいのではないかと、現場サイドとし

てはですね、上げるときにはむしろこれは制度上そうだとか、法定上そうだとか

いうような方が運営上は多分楽なんだろうと思いますね。だからこういう実務的

に下げるということのメリットを感じることは共感するのですけれども、上げる

困難さということも踏まえたことを想定してはどうかなというこれは意見です。

それから、実際これでですね、これは資料８の３でしょうか、共済掛金引上げ

措置で、積立金の水準、法定水準の２倍以上とか１から２倍ないしは水準未満と

いうことで、先ほど来その引下げ幅の２分の１、３分の１、カットは行わない、

またこれに伴って、その組合数これくらいだというようなデータも出している。

で、現状こうなんですけども過去２０年間のその被害率は、でこぼこなんです。

これは確かにこのとおりなんですが、例えば、３年連続大きな被害、まあ、ほと

んど考えなくて良いかと私自身も確かに思います。だけど今回の東日本震災みた

いに、他のものもいろいろ組み合わさって３年連続という、ほんとに大きな被害

があったときに、この積立金の水準と引下げ幅、こういう組み合わせで本当に良

いんだろうかどうかと、これはもうちょっと説得性のある資料を提示して欲しい

なと思います。具体的には、例えば、モデルケースみたいので、そういうあまり

考えられそうもないような、そういう異常災害が続いたと、それでもこれで何と

かやれるというようなことをですね、ないしは、いや場合によっては２倍くらい

はあるのだけど、もう３年ないしは４年続くと厳しい組合もやっぱり出るという。

そのへんをもう少し、それぞれの組合にある程度裁量の自由度を持たせるような

措置ということがあってもいいのかなというようなことで、今この場でそういう

資料が出れば良いんですが、なければ是非そういうようなもう少し説得性という

か納得できるようなモデルケースみたいなのを出していただければと思います。

○木村保険数理室長



- 27 -

法定水準というのは３倍から６倍ということで、その被害が起きたときに最低

３年分と最高６年分の間に決まるようになってございます。今委員がおっしゃっ

たとおり、その頻発する被害の危険があるときには少し多めに持たせることにな

りますし、それほど連続するような被害のないようなときには、それほど持たな

くてもいいということで、そのへんから最低手持ちを３年分持っていればいいと

いうところから、６年分持っているというところが法律で決まっていると。今回

カットしようと思っているのは、その更に２倍以上と 、だから、若干不安があ

るので６年分持っていろと法律で決まっているところは１２年分、３年分ぐらい

持っていれば大丈夫というような法定水準になっているところはその２倍の６年

分と、それがカットの基準であって、それより少ないところを半分切ってしまう

と危険が出てくる可能性もあるということで、若干引下げ幅を抑えていると、あ

とはぎりぎりのところなんかで、そういうことがあるかどうかということがござ

いますので、そこは逆に言うと一つ一つの組合を検証していって、これは掛金を

一つ一つの組合ごとに出していきますので、それを厳密にやっていきながら、お

っしゃったように３年連続で被害が来たっていうそれはオールジャパンであった

かどうかというのではなく、むしろ組合ごとにそういう事態が起きていたのかど

うかとか、そういったところをこれからも十分検証しながら、必ずその３分の１、

２分の１で確定かというとそういう意味ではなく、これは一つの案でございます

ので、この先、いろいろご意見を伺いながら、最後の詰めをやっていかないとい

けないのだと思ってございます。基本的に普通のケースで言いますと、概ね大丈

夫なはずだということがわかりますけれども、組合によっては、過去被害が連発

した経験を持っているところと、逆に言うと、過去被害が連発したので、もう既

に赤字だと、もうほとんどお金がない組合とかそういうのもあろうと思いますの

で、例えば１倍以下といっても、法定水準近いところまで持っているところと、

ほとんど赤字寸前のところと差があると思いますので、そういったところも一律

に扱って良いのかどうか、こういったところがまだ問題として残っていると思っ

ています。それについてはまた御意見をいろいろ伺いながら、第２回目の審議会

の場で御審議いただけるかと考えております。

○三村部会長

はい、ありがとうございました。今の御意見について事務局で、もうちょっと

詳しい資料を整理するということでお願いします。

○三村部会長

はい、三森委員。

○三森委員

私も先ほどのお話についてなんですが、積立金に関しての質問なんですけれど

も、これをもう一回整理をさせていただくと、法定水準の２倍超というのが２１

５組合あるので、そういう考え方をしましょう。法定水準以下のものも６組合あ

りますということで伺うんですが、これは水稲のみですよね。園芸施設の数字は

全く出てきていないので、こちらがどのようになっているのかというのが一点。

園芸施設は国が天井まで見ていただけないとなれば、こんなに法定水準の２倍
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超ということは私は考えられないと思うんですけれども、その点の数字も次回に

は出していただきたいと思っております。

○木村保険数理室長

資料はまだ完全に整理が出来ておりませんでしたので申し訳ございませんでし

たが全体版はございます。

園芸は、国も無限に責任を持つんですがお互いに無限に持っていて全体の無限

の中の一部を団体が持っていると。水稲とか麦の場合は一定を超えたら、あとは

国が全部持つと。ですから共済団体は有限責任になっていると。園芸の場合には

お互いに無限責任と、ですから目一杯、共済金額というのは補償の最大限度です

けれども、極端なことを言うと地域にあるハウスが全滅しましたと。すると膨大

な費用が掛かるわけですけれども、例えばお米の場合ですと地域のお米が全滅し

ましたといった場合ｑ２という数字なんですね、そこから上の被害はすべて国が

払います、ということなんですが、園芸の場合は、被害の場合の一定の割合をま

ずは団体に出していただくと。縦で切っているところがあるということなんです

ね。言ってみれば、割り勘みたいなところを持っていて、団体に１割か２割払え

よと、残りは国と連合会で持つからと。お互いに無限の責任を持っているのが園

芸。国だけが無限の責任を持っているのが農作物という違いを持っているという

ことでございます。ですから、一部でも無限の責任を持っているので園芸ってい

うのはそんなにお金が貯まっていかない。被害が出ると自分たちも懐から出して

いくということになりますので、それほど貯まっていないということになります

けど。そこで園芸についても、農作物の法定水準に代わる水準、同じような考え

方で支払能力というのを計算しながらやっていかないといけないものですから、

そこの整理に時間が掛かっていて、今回まだそこまでは計算できてなかったので

資料としてお出ししていなかったところでございます。整理したら資料として提

示させていただきたいと思います。

○三村部会長

はい、それでは山崎委員どうぞ。

○山崎委員

福井県は日本で一番の大麦の産地です。平成２１年と２３年、大麦の収穫が良

くないです。その原因は、冬が長くて雪の日が多かった。根腐れで生育不良にな

って、分けつが悪く穂が大きくならない。そのため被害率が高く、ここ３年間大

麦が良くないです。逆にお米が安定しているから、共済の方はお米の剰余から出

していくみたいなことをおっしゃっていたんですが大麦が赤字になれば、他のと

ころで補てんしなければならないので大変だということがあると同時に、国と共

済組合や連合会と、農家の方が４０億ずつ掛金が減って、国の支出も少なくなる

というのはわかるのですが、掛金の利息と国からの支援金とで共済団体の運営が

なされているじゃないですか。もし国が支援金を出さなくて、４０億の収入が減

って、農家の方も４０億減って掛金が少なくなるというのは良いことかもしれま

せんが、例えば福井の場合、お米だと一反に１５０円、１０ヘクタールで１万５

千円、２０ヘクタールで３万円。農家にとって大した金額ではないように思われ
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ます。それを半分にすることによって、共済組合の運営資金が無くなっていった

ときに、共済はただ農家からお金を預かって、被害があったときに支払う働きだ

けをするものなのか、国と一緒に被害額を補填して農家が生活できて国民の食料

を維持できるように支えるというのが共済なのか、それとも国の食料を維持する

ための農業の全体的なリスクマネジメントの役割をするのか、ということを考え

たときに農家の掛金を減らして、国の出費も減らして、共済組合という団体が福

井県では合併してひとつですが、それがただお金の計算だけが仕事であるという

ようなものであっていいのかどうか。共済の職員の人たちは災害があったときに、

農家を回り、収穫できるために田畑を回ったり、人と人を繋いだり集落どうしの

輪を維持したり、その地域での大きな役割を持っていて、そういう活動をするた

めには運営資金がないと動いてはいかない。そのことを考えたときに、簡単に削

ってもいいのかどうかということがあります。あともう一つ、たぶん日本の現在

の問題として、共済のやっていることの大切さというのが、福井だったら県民の

人たち、国だったら国民の人たちにこういう補償があることによって、みんなの

食べ物が、農産物が保障されているということがきちんと理解してもらえるまで、

これらの役割をこれからもやっていかないとその大切さが伝わらないし職員の人

たちにも働く意味や意欲がわかない。ＴＰＰがどうなるかわかりませんが、人や

物が際限なく外国から入ってきたり、いろいろな問題が起きたときに、地方の環

境の問題であったり、農業の在り方であったり、食料であったり、それらを守っ

ていく一翼を、天変地異と同様に、共済はそういうことを含めて維持していく役

割を持っているのではないか。そのことを踏まえ、わきまえた上で、お金をどう

するのかということを考えてなければならないと思うのですがいかがでしょうか。

○木村保険数理室長

先ほど４０億と申しましたけれども、これは掛金全体の話ですので、掛金全体

で４０億くらいと思っております。で、国はその半分で２０億、農家２０億です

けれども、まず支払いのための財源が団体に約２千億ぐらいございます。掛金を

いくらか取りながら、一定の災害を超えると国が全額支払うという責任になって

いますので、ある程度まで払った、このある程度まで払ったらとは、先ほどから

いっているｑ１の水準をどこまでもっていくかと、そうすると今ｑ１と置いてい

るところの水準で、組合はどこまで払わなければいけないのか、要するに最も大

きな被害のところですね、ものすごい大きな被害が出たときに、それぞれの団体

が、ここまでは自分達でお支払いをいたしましょうと、で、それを超えたら国に、

国が残り全額払いましょうというところがあるのですけれども、その金額からい

うと、おそらく掛金をもらわなくても何年分ももつお金を持っているということ

で、その２千億くらいのうちの４０億ぐらいを今回ちょっと削減しようというこ

とで、支払いに、まずオールジャパンで見た限りは影響がないというか、逆に言

うと、それだけのお金があるのに何故農家や国民からまだ取り続けるのかという

ことを考える必要があります。大きく減らすと確かに心配がでてきますので、さ

ほど一度に大きく減らすというわけにはいかないだろうと思っております。大き

く減少して、足らない組合は日本中探せば必ずあると思っておりますので、全国
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一律無条件にやりますと、委員がおっしゃったようにいろんな活動に支障が出る

ところがでないとは言い切れないので、そこはそれぞれの支払い能力とか、そう

いうのを見ながら削減幅を考えましょう、ということにしておりますけれども、

トータルで見ると、２千に対して４０ということですので、２パーセント分とい

うことになりますか、それくらいの部分の削減を今回考えてはどうか、というこ

とでございます。また、事務費の方は別途定額で団体の活動費ということで、組

合に交付しています。

○青木監理官

一つあるのは、今回の掛金が共済金の支払いのための財源でありまして、片や

その損害評価、引受けをし、損害評価をしたりする者の団体の基本的な収入は、

先ほどお話ししました事務費負担金という形で助成をしている分と、それからこ

の掛金とは別にですね農家から賦課金ということでいただいている分、ま、若干

そのいろいろな運用益みたいなものございますけれども、基本的にはこの２つで

ございまして、こちらの方はそういうことで必要な事務に対していただくという

ことで、運営の方は行われるというように、今回は掛金の方で、支払財源として

どれくらい用意しておく必要があるかということで考えていただければと思いま

す。

なお、蛇足ですけども、事務費負担金につきましても、今いろいろ合理化をで

すねお願いをして、やはり国の財政なども含めまして、合理化をお願いしている

ということはございます。事務の効率化等も含めてお願いしているということは

一方でございますけれども、事務のため必要な財源は、今回掛金というよりは、

国の事務費負担金と、農家からいただく賦課金を基本的な財源にして運営をして

いるとご理解いただければと思います。

○三村部会長

はい、ありがとうございました。先ほど、伊藤委員、三森委員それから山崎委

員から、やはり色々とご心配の質問がございましたので、もう少し事務局でわか

りやすい説明をということで整理していただくようにしたいと思います。

時間がそろそろ押してきておりますが、これでそろそろよろしゅうございます

でしょうか。まだ、もし御質問ございましたら、事務局にお寄せいただきたいと

思います。

今年度、部会のスケジュールというのが、一番最初に説明ございましたが、保

険課長から説明ありましたとおり、まだ諮問されていない家畜共済の薬価の算定

方法につきまして、来年の１月諮問が行われ、そして小委員会の審議を経たあと

に、この部会の場で審議されることが予定されております。

この家畜共済の薬価の算定方法ということについて、何かこの点については留

意しておくべきだとか、この点については検討・協議して欲しいとかいうような

ことがございますでしょうか。

和田委員、何か御専門の立場からありませんか。

○和田委員

昨今のこういう状況からしますと、まめにこういう関係のところは対応してい
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かなければいけない、と思います。

それから、もう一点は、実際に製薬メーカーといいますか、動物薬を作ってい

るメーカーというのが、人体薬と違いまして、ほとんどが中小企業である。そう

いうようなことと、もう一つは少量、変種という、生産という状況におかれてい

る。そういうようなことがありますので、その辺りのところをよく鑑みて、薬価

の算定というところで行っていただければというように考えます。

○三村部会長

それではその点につきましては、小委員会でご検討いただきたいと思います。

それでは、本日の審議はここまでとしたいと思います。

次回、本日の議論を踏まえまして、事務局に改めて資料を整理していただき、

当部会の最終的な結論を出していきたいと思います。よろしゅうございますでし

ょうか。ありがとうございました。

それでは、本日の予定事項すべて終了いたしましたので、進行を事務局にお返

しいたします。

○木村保険数理室長

本日は、お忙しい中、ありがとうございました。

まだ資料も不備なところございますので、これから事務局で資料整備いたしま

す。また、今日の御質問のいくつかは、こちらから御連絡させていただきながら、

来年１月下旬、遅くても２月の初旬までには、第２回目を開きたいと思いますの

で、それまでにいろいろ御相談をさせていただきながら、２月の初旬までには答

申をいただきたいと考えております。

今日は、どうもいろいろ貴重な御意見ありがとうございました。

１６時３５分 閉会


